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再生産と利潤率

果、 木 龍 一

I 序論

諸商品の価格について，アダム・スミスが時々刻々変化する「市場価格J i: 

「自然価格=中心価格」とのあいだに灰別世設けたことはよく知られている。

すなわち，ある商品の「市場価格は， 自然価格(それを生産するために要する

地代，賃金，利i閏を当該社会にお什る通常的な平均率で支払う場合の価格〕υを

上まわるか，それを下まわるか，またはそれと正確に同じ」幻となるかのいずれ

かであり市場にもたらされる商品の量が有効需要〔自然価格で支払おうと

する者によって需要される量)に及ばぬJ"場合には，その市場価格は自然価格

よりも騰貴するであろう。そしてスミスは，自然価格を市場価格が時間に沿っ

て継続的に引き寄せられる中心価格と考えていたが，諸々の産業部門闘で均ー

な「通常利潤率」という概念もこの中心価格の概念と密接不可分であり，本稿

の目的は， この，各部門の利潤率を均等化する“力"が市場に存在するか否か

を調べることにあるり。

まずはじめに，最一終需要の価格に対する反応に注目して産業部門聞の利潤率

が均等化する条件を求めたA.メディオ (All工臥10Medio) の論文を簡単に紹

1) A スミス「話江国民の富」大内兵衛 '1:L:JII七郎IR(1)， 昭和44年， 143-144ベーシ。
2) A スミス，前山， 144ぺジ。
3) A，スミス!前出， 145ヘジ。 P.Garegnani， “On a Change in the Notion of Equilibrium 

in Recent Work on Value and Distribution:' in M. Brown (ed.)， Es~'α:ys I"J1 Modern口apltαJ

Theory， 1976， p. 27 

4) Jロビンソンは利潤率について次のように指摘している。「われわれは，たしかに過去の歴史

を研究することから資本主主世界や資本主義に含まれるいかなる国においても均等利潤率が支配

的であったという観察記録を認めることを期待LはLないであろう .JJ. Robinson，“ Time in 
Economic Thp.ory，" Ky紅白， vol. 33， 1980， p. 223 
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介し，置塩，三階堂の業績について触れる。

ところで国民経済の全般ぽわたる基本的特徴を再生産体系としてとらえると，

メディオや置塩による結論では不十分 cあ答。なぜなら，彼らω無祝Lた補填

需要〈中間需要〕の犬きさがその経済に固有の技術的条件に大きく依存してく

るからである。いま再生産体系を考え，本源的生庄要素を労働に限定し産出側

に現われる商品を単一に限るなどいくつかの適当な仮定を置いたうえで部門間

で均一な利潤率を与えると，生産きれる商品の相対価格が求まることは周知の

ところである o P.スラップァが「すべての産業に対して灼ーであるべき利潤

率」引と記すとき，彼は生産サイドのみの技術的条件によって相対価格，及びそ

れと分配率との関係を明らかにすることに成功した。しかし資本主義社会にあ

っては，生産された富は商品として市場を経由しなければ実現Lない。 Lたが

って生産(すなわち供給〕と需要が交差する市場メカニズムの分析は，ただ純

粋な交換行為のみならず本質的に動態的な生産行為を分析する際にも最重要な

課題となるはずであろう。

われわれは，メディオや置塩，二階堂の得た結論を再生産構造を明示したそ

デノレを用いて再検討するにあたって， まずタトヌマン (tatonnement)を仮定

した均衡経済の安定分析を応用する。その目的は，安定条件といわれるヒッグ

スの粗代替性の条件(本稿では 2財モデルだからワルラスの安定条件と同義と

なる〉が，再生産体系において生虚技術の性質とどのような関係を持っている

かを調べるためであり，かっ均等利潤率が安定自に得られる価格は均衡側格で

な↓うればならないからである。

も〉ともこのような分析手段はたしかに市場に焦点をあてた理論ではあるが，

それは， ]. P ベナ γ-"'の指摘するように本来静態的な経済を対象と Lており，

握構の中央主体(競売人〉を媒介tする財や情報の会換を研究し，完全に調整

5の) P. S缶k同a町ffa，Pr叩'odu昨.ctμ帥zωon0.ザifComηωdit叫旬sb旬，M必ea仰7ηlSo.ザfCommodit山Iμte叫sι，1"出60，p.6量山虫 山

博訳「商品による商品の生産」昭和3釘7年， 9ベージ。
6) J. P. Benassy，“ τ'heorie du desequi1ibre et Iondements microeconomiques de la mac 

roeconomie，" Revue economique， No. 5， 1976， p， 759号
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された状態〔均衡価格，均衡的計画が既知となった後にはじめて取引が行われ

る〕に興味を持つものである。九かし塊実には経済主体の計画が盤合的でなく

ても〔小均衡状態)，交換・取引， さらには生産が継続的になされている。 し

たがって最後に，価格・数量の同時調整メカニズムを取りよげ，こうした非模

索的 (nontatonnement)市場で再生産の技術を明示した経済体系が安定的な均

等利潤率を生み出す条件を求めるであろう。

II 利潤率均等化の条件

A メディオによる

A メディオは，Economic Notes (1978)誌上で古典派以来の均等利潤率への

収数をめぐる問題にひとつの解答を与えた九それは I産業部門聞で利潤本

が均等化するためには，需要の価格弾力性が負値でなければならない」という

ものである。

いま，規模について収穫不変で実質賃金率一定，かっ固定資本をもたない二

つの崖業が二種類の商品をそれぞれ生産する単純な経済を考えよう。そして次

のような動態メカニズムが作用すると仮定する，

(i) 市場において財の超過需要が正ならば，その価格は上昇し，負な bば l、

落する。

(n) 生産量は，巾場価格と均等利潤率を伴う価格との差に反応して変化する。

「なわ1:"不:Ui問率が高い方の部門に資本が移動してその部門の生産量水準

を相対的に高める。

対象となる経済ほ 2財モデルだから，第2部門の価格 p"生産量 x，をニユ

メレーノレ (~1 )として第 1部門のみに焦点をあて，その市場の安定性を調べ

ることにする。ただ L生産量は， net (純概念)で考え，需要は最終需要であるロ

7) A. Med回， "A恥1athematicalNote on Equilibrium in Value and Distribution，" Ec:urwm“ 
Notes， vol. 7， 23， 1978， pp. 97-106 後半でj 規模について収監届減，逓増するケースを取り上
げ，逓減する場合には，均等利潤率は勤学的に安定となるが，逓唱する場合には不安定になる，
と結論している。
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はじめに需要が価格変化について完全に硬直的で弾力性ゼロの場合を考えよ

う〈メディオはこの状態を告典派的(リカード的)と述べている〕ω。このとき

当該経済の動学体系は

tl=α[1)， -X，(t)] 
( 1 ) 

.;" ~ s[p，(t) -p，*] 

a>ü， β>0で定数 • Pl' Xl は第2財をニュメレ ルとした第 1財の価

格，純生産=供給量 D孟は引に対する最終需要量で一定.Pt*~主均

等利潤率が成v:する何格(ム=x，=l)

で表す ζ とができる。(1)式を均衡でテーラ 展開し 1次項のみをとると，均

衡点は， (p" x，) ~ (p戸，D，)で

ーー αo(1)，-x，) αo(1)，-x，) 
ム ーーヲE了一一(p，-p，*) + 王了一一(x，-Dょ〉

21JK4竺色(p，ν〕十E埠戸ご主(x，-1)，) 
U1-" ゐ1

(2) 

この式の性質はそのヤコーピ行列 A の各要素を調べることで判明する。すな

わち

ro ー α1
J， ~I で， (2)式の特性方程式 ..<2+m..<+n-Oについて

L s 0 J 
-m=九十ん=0，n=んん=α戸>0

第 1 図

L 仏=υ
I 

となり，特性根内実部がゼロだから

このずステムは均衡点を中心にした

閉軌道を描く。この中心点における

均衡価格だけが均等利潤率を成立さ

廿るので，それ以外を出発点とする

場合，均等利潤率に収数してい〈弓|

力は決して生じない(第 1図〉。

吋卜己円
これまでは需要引が社会全体で

。

8) A. Medio， ibid.. 

---lっ

D x. 
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固定されていると考えたが，今容は{甜格変化に対して弾力的な場合を調べてみ

る (oD，/op，くの。このとき勤学体系は

p，=α[D，(p，)-x，] 

x， = s[p， -p，*] 
で示され，やはり均度で線型近似した際のヤコーピ行列 12は，

み丹1 
土1なる。したがってその特性方程式の根』の性質は，

on 
A，+ん=αー':'1<0， .4.1..{2=αβ>0 ap， 

(~) 

で，特性根ω実部が負になるから(3)式で示されるシステムは今度は安定的と

なり，どこから出発しても均等利潤率に向かう力が作用するυ さらに(Aι十ん戸

4"¥1.{2>0ならば特性根は実根であり J 1;に対応する固有ベクトノレを h'ニ (h，'，

んつF とすると

At::]守北;ト戸;;;汁
，_ s h ，_ _~I 仰òD， ¥ したがって回有方程式ん =+h/o:=.一一←p ←~::1 )hi1を得るが h，ιの係数ん α¥'" 8p， J 

第 2 図 第 3 図

「 ¥ 「

>:，=0 

寸

D(p;*) 
。 + 

0(，ネ)
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が負になるから必ず右下がりの 2本の直線を描く ζ とができる (i=l，2。第2

図)0 0， +À2)2~4À ， À2く0 ならば特性根は複素根になり実部が負だから均衡点、

(p，*， D，(p，勺〕は安定渦状点となる〔第3図〉。

こう Lて生産技術が線型で規模について収穫不変な経済では，財需要が価格

に対して負の知力性をもっときに市場がクリアー~，しかも利潤率が均等化す

ることがわかる o 同時に，部門聞の生産量比率引/的=町 (x2=1)は，時間が

たつにつれ一定の水準に落ちつくであろう。

ところで置塩と一階堂も独自の 2部門モデノレを用いて利潤率均等化の問題を

検討しているヘ置塩は，各部門の資本蓄積率，資本稼動本，各部門白利潤率

と実質1王守金率，部門構成比率ならびにそれらの変動が連立方程式と微分方程式

で決定されるモデルを考える U そして蓄積率や部門比率が変化したときの諸変

数の一時的均衡水準の移動方向を確定Lた上で蓄積率の動学的性質を調べ3 初

期{直が均等な均衡水準から指離すれば不均衡はますます累積するという結果を

得る。 2部門を加重平均した動学的性質は，資本蓄積率〈十)→実現利潤率(+)

→稼動率(十)→資本蓄積率(+)→という因果関係で示されるが，蓄積率が増加

したとき，資本財部門の利潤率は蓄積需要に直接反応して上昇するのに対~，

消費財部門の利潤率の反応は実質賃金率の変化を介した間接的なもので資本財

部門ほど上昇することはありえないことから I各部門の利潤率はさしずめは

均等化の方向ではなく，格差を拡大してゆく方向，すなわち不均衡累積的な方

向へ運動する」。他方，二階堂は 2古Il門の単純再生産モデルを用い，はじめに

各部門の生産増加計画景を利潤率の事離の関数世官(γ1-r2) で定義して世1
1>0，

仇Fく0，仇(0)=仇(0)=0なる性質を与える (i=l，2)。まず常に均衡にある経

済を考えると仇ニXi(Xiは生産量〉で数量だけによる動学体系を得るが，それ

がふ~O の均衡点で不安定になる乙とから利潤率 rl ， r2は均等化しないとt世論

9) 置塩信雄「現代経済学J，昭和田年， 128-146ぺージ。H.Nikaido，“ Refutation of the Dyna 
mic Equalization of Profit Rates in r..在arx'sScheme of Reproduction，" University of Sou-

thern Caliiornia， mimeo， 1978 
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している。さらに価格の時間変化を計画量世z と実現量 x，の差の関数として不
島

均衡勤学を考え，均等利潤率を伴う相対価格とその下での生産量を示す均衡点、

が不安定になることからやはり利潤率は均等化しない，と結論づけている。

III 再生産体系と基本モデル

A.メディオは，需要について最終需要だ町を考慮しており，そのために経済

全体で再生産が繰り返される条件を何ら明示しえなかった。彼の体系が均等利

潤率を成立させるような均衡に収数ずる条件は，最終需要の価格弾力性が負と

なる，いわゆるワルラスの安定条件に相当するものであるけれども，ごれどけ

では再生産に必要な補墳需要が 3 経済体系が機能するうえでどのような役割を

演じるのか全く判然としたいのであるの置塩のそデルでも再生産構造は無視さ

れ，現実の成長径路が利潤率が均等化する均衡径路からひとたび上方に逸れる

と無限に好況の続く可能性がある。また，こうした「不均衡の累積過程」でも

蓄積需要は資本家の期待どおりに実現される。このような事態は，置塩が投入

側の制約，すなわち前期に生産された財数量の有限性を明示的に考慮していな

い結果による。

ところで従来の不完全競争理論や完全競争を想定した市場均衡理論では「需

要」は消費者の主観的な効用関数から直接導出され，ある財の価格の上昇は下

級財でない限り必ずその需要量を減少させる“右下がり"の需要関数を当然と

してきた(これはとくに 2財しか市場にない場合ワルラスの安定条件として競

争市場の安定性を強調する道具立てとなる)が，この見地は，諸々の産業部門

の，国民経済全体としてみた場合の相互依存性について等閑視するものであろ

う。つまり実際に市場に現れる需要量は，諸々の産業部門の技術的相互依存性

にもとづく粗需要であり，消費や純投資のためり最終需要だけでなく，再生産

を繰り返すために必要な，客観的な技術状態に依存した補填需要も含まれてい

る。これを客観的需要 (objeetivedernand)と呼ぶならば10)こうした経済全

10) H. Nikaido， M仰 opolisticCornpitition回 ldRJfpr.tive Demand， 1975， pp.50-53参照叩 とノ
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般にわたる構造についての認識は，再生産体系を考慮することなくしては得ら

れないであろう。

したがって，資本財と消費財をそれぞれ生産する 2部門構成の再生産体系で

問題を検討「ることにし，はじめにその基本的構造を明らかにしておく。

当モデノレが依拠する基本的仮定は次のとおりである，

(i) 生産技術は線型で規模について収穫不変。

(u) 賃金は消費財購入に全て充てられ，実質賃金率は一定。労働市場は不完

全雇用状態が支阻的である。

(m) 資本家は利潤を含め資金を全て投資す与。

(iv) 資本は常に高い収益性を求めて部門聞を移動する。すなわち，両部門で

利潤率が等しいとき資本の部門間移動は起こらず，利潤率に需離が生じた

とき，資本は利潤率の高い部門に移動する。

(v) 固定資本は考慮せず，結合生産は行われない。

(vi) 生産期間は全て同 とする。

同価格は市場の超過需給に反応して変動し，供給は今期の生産量である。

価格と生産量

資本財生産部門を第 1部門とし添字 1で，消費財生産部門を第2部門とし添

字 2で示し，価格(止)をそれぞれあ(t)，p，(t)，利潤率を η(t)，r，(t)，生産量

(正) ~ x，(t)， x，(t) T表すいは件同)。資本財1単位を生産するために必

要な資本財の量を a"消費財 1単位を生産「るために必要な資本財の量を向，

それぞれの生産物を 1単位生産するために雇用される直接労働投入量を 1"ι，
貨幣賃金率を町(t) と置き賃金前払いを仮定して価格体系を定式化すると

ρ，(1)=(1十円。))(p，(t)a，+回 (t)ll)
(5) 

九(1)= (1十円(t))(ρ!(t)a2+四 (t)ι〉

実質賃金率は不安だから，町1，/p" wl'; p，は確定する。価格体系をレオンチェ

フ・スラッファ型の投入産出体系に整理するために，向。を労働力 1単位を再

、〈に置の objectivegross demand functionという表現に注烹〕
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生産するのに必要な消費財の量 a;J を1財 1単位生産するのに必要な z財の

量とすると (i，j=l， 2) 

al=all， az三 G山田1，ニIう2a2011三 pZaZlo

叩 l2=P2a20九三T2a22

したがって価格体系(5)式は次のようになる

ム =(1 + r，) (p，a" + p，a，，) 

p，ニ(1十円)(止a12+P2a22) 

ただ~ p.>O， a" >0 

(6) 

(7) 

ここで生産係数時i>口の仮定を置き，生産係数行列は生産的であるとする。

すなわち l-alI>O，行列式 II-AI>Oでホ 今 γ ス・サイモ :-'0)条件を

満たす。ただし Zは単位行列， A=I である。
LaZl az.zJ 

部門間で均等利潤率刊が成立する価格ベグトノレを P*=(p，*， p，*)とすると

P*=(l+r*)PキA (8) 

A の陛質からそのフロベニウユ根れは 1より小さく対応する固有ベクトノレは

正である。したがって

~P*=計P市マP*A
l+r* 

(9) 

(8)， (9)式から， ifUil主j率が均等化するときその水準げは 1(1十円=炉で

与えられ，その下での価格 Pl*， P2牢は生産係数行列 Aの左フロベ z ウy、ベク

トノレ (>0) として求められる1υ。そしてこのとき相対価格の値は Pl*/h.*

=ω，，(λキ-all=λ*-azdai2である。

しかし現実には価格は各時点の市場状態(需給関係)を反映して変動~，超

過需要にある商品の価格は上昇，超過供給にある商品の価格は下落する。した

がって動態的経済では一時的 (temporal)な利潤率も価格変動に影響されるは

ずであり，一般にはく7)式から

11) 一陪堂副包「現代経官学の数学的方法J.昭和田年，第3章参照。
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r，=一一一主L一一一一1
P，all+TZIJZ1 

円 P， 1 
白 Pla12十pZaZ2

第 131巷第6号

利潤率 r，は価格の関数で，導関数 η，(ムjp，)は (i=l，2) 

rt' (引 >0，r，'( ~， ko 、f" 、Y， I 

( 7') 

(10) 

ととろで今期の資本財部門の生産量=供給量は，両部門が次期に今期生産水

準を維持するための原材料補填需要正次期の生産拡大のための蓄積需要に対応

L-，消費財部門の生産員一=供給量ば，こうして投入財として需要事れた資太財

を用いて次期に労働する契約を資本家と結ぶ労働者への賃金前払い(=消費財

需要)に対応する。すtiわち，

供給 需要

[今期制財]~[両部門の原材料 7 問の蓄積
量十|

生産量 L補填需要〔資本財)J L需要〈資本財〉

[矧の消費]le[昨 今町 水町 持す る ]+[棚の蓄積訂|三 十要な労働量によ
財生産量」 のに必要な労働量による消費財需要 る消費財需要

期待

資本主義経済を動かす主な要因 (economic motivation) を個々の資本家や

企業の将来に対して抱〈均金とそれにもとづく金責決定:に見るとき，これらは

経済り動態的システムを解く王要な鎚となる。

J戸ピンソンの，利潤卒に蓄積率を対応させた投資関数は企業の投資決意を

表したものであるが， それと各々の蓄積率水準において実現ずる利潤率を表す

関数との相互関係についての彼女の考察は資本主義経済の動態を端的に示して

いる山。この I利潤率の関数 lとLて示される投資決意を援用して再生産体

12) J. Robinson， Essays in the Th四 ry01 Economic Growth， 1962， pp. 48-49，山田克己訳
「経緯成長論J，昭和包号年 72-7?，ペーシ。
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系の勤学イじを試みることにしよう。まず投資決志の決定変数である各部門の各
区e

期毎の荊Ui閏率は而場価格に依存して決まり ((7つ式)，利潤は全て投資されると

仮定されてし、るので，各部門の生産物に対する需要は，資本家や企業が次期に

どの程度の蓄積を計I画するか，というかれらの将来期待によって大きく左右さ

れる。したがっ 1今期実際に生産された財の量を町(t)，xz(t)，今期に計画さ

れる次期の生産増加量(期待〉を(/)，(t)， (/)，(t)で示すと，次期の計画生産量水

準は x，十ol， X2-l-(b2で表すことができる。資本家はつねに利潤率のよ h

高い部門の企業に生産を増加させるよう働きかけると考えれば，各々の部門の

粗投資需要額 (Plal汁 pza，，)(X，+飢) I土， 実現利潤率の話離 (rl-r2) に依存

する(i=1.2)。すなわち生産増加計閏量唖ι は利潤率の事離 (rユ η) と今期

の生産量 X，の関数である

rT1:::::唖l(rl-rZ，Xl)， (T2=(/)2(rj一円，X，) 〉1
 

1
 

〔

第 z部門の利潤率 r，が第 J部門の利潤率 η よりも高いかさ、り，資本家は各部

門の売り上げ総額 (p，x，+ p，X，) を再度投資するにあたって第{部門をいっ

そう重視するであろう。したがって第 z部門の企業は次期の計画生産量水準

X;+仇を今期の実現水準よりもかなり高めに置くことができる。一方， 第 J

部門の企業は，運転資金に相当する PAJ のうち 部が第 z部門に流出するた

め次期の計画生産量水準的+oj を低めに設定せざるをえない。利潤率が部門

間で均等化するときには期待は両部門で無差別となり部門聞の資本移動は起己

らないと考えられるから，各部門り企業lは主今期の売り上げ額 1企b

庄のための粗投資 (ωp，キ“凧1忌庁+pz♂*a向z，)(x ，汁十(/)，β〉をを、賄わなければならない〈α~ ， J= 

1， 2め)0 '凡1ニ r円宮 F刊*のとき第 1門却R門についてみると

Pl *Xl = (Pl *all + pZ*a21) (X1 + (1)1) 

(8 )式より p，木 =(pl*aJ 1 + PZ*aZl) (1十川〉だから仇は r*Xlの水準でなけれ

ばならない〔同様に仇は r*X2になるう。との 6民を各部門の期待成長率 Gι

で置き換えると G，=Gよrl-Tz)で

(/)，三 G，(r， ~r，)x" o，(O， x，)==G，(O)時三円x， (12) 
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かっ，Gパr1-rz)>O，GZ'(rj-r2)くo (i=l， 2) . 
さらに(7)， (7つ， (10)式より利潤率は価格の関数だから， G;を価格の関数 λ

で表すと λ=j，(p)で(以下 Pdp，=pとする〉

G，(r，-r，l=[，(p)十r*，rl=r2二刊のときの

{回格 p*で [，(p*)=0 

d(r， -r，) 一----;Jt←ー>0より，ん'(p)>O，[，'(P)<o 

O，(γ1一円，x，)二世，(久島)=(f，(t)十什)x，... ・期待

(13) 

また期待。z の大きさについて経済全体としての予算制約，すなわちワノレラ只

の法則が満たされな円ればならない (i=l，2)。したがって(13)式の関数[，は

さらに総供給額=総需要額を表した次の式に制約される。

仇=(f， (p) 十円)X1 • 仇=(Mρ)+ r*)x，に注意して

PIXj +pzxz= Pl[allx1 (1十[，(p)十r勺十a12x，(l+J，(ρ)+r*)] 

十p，[a"x，(1 + J， (戸)+r*)十azzxz(l十j，(p)+r*)] (14) 

IV 均衡勤学

市場における需給調整について数量よりも価格による調整を重視するワノレヲ

シアンによれば，各生産期聞のあいだの市場で生じた需給ギャップは財需要が

粗代替の性質をもっとき完全に伸縮的な価情メカニズムによってj昨消され，タ

トヌマ y が市場をク日アーする均衡価格を成立させる。したがってまず，タ T

ヌマ Y を仮定した市場の安定分析の手法を用いて，利潤率が均等化する条件を

調べてみよう。

経済全体でワルヲス法則が成立するから

丸 山+P2X2= Pl[allxl(1 +λ〈戸)+r*)+α"x，(l+J，(p)十同)]

+品[α2JXl(1十f，(p)十r*)+a"x，(l+ J，(p) + r勺] (14) 

が常に成り古:つ。第 1財(=資本財〉の需要は al1-'r'l(l+λ〔ρ)+r*) +α12X2 

(1十ん(p)+rり，第2財(=消費財〕の需要は a"x，(1+J，(p)十川〉十σ22.T2
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Cl+f，(p)十円〕である。この阿辺を P2で割ると

-f~-Xl+X2= fl [a凶 (11fI(F〕+門+a"x，C1+f:ω) + r*)] 
1'2 f"2 

十[a"x，C1+f，(ρ)+ r*) +a22x2(1 + f2CP)十什)] (15) 

さらにこの式の左辺を石辺に移行して超過需要の絶対値に相対価格を乗じたも

のの和(リャプノフ関数)を'"

V(P)=Pla11x，(1十f，(p)+ r*) +α12XZ(1十ん(p)+r*)-x，1

十 la"x，(1+f，(p)十r勺十G目 x2C1+f，(P) +γ*)-x，I;o:O 

ただし 7;=P 06〕

とおく〈均衡では V=O)。いま第 1財に正の超過需要が発坐すれば， ワノレラス

法則(14)式から第2財は超過供給となる。すなわち凶

Tl=α11.7:ι(1+ f，Cp) + r*) +a"x，(l + f2(Pl十同)-x，>O， 

Pn = all1.Tl (l十五(戸)+ r*) +a"x，(1 +ん(Pl+r*) -X2く0

このとき (16)式は

V(p) = p[a"x， (1+λ(p) +r*) +a12x，(1十ん(p)十什)-x，]

(17) 

[向，x，(l+f，(ρ)+r勺 +anx2(1+ん(ρ)+ r*) -x，] (18) 

XJ， X~ は今3羽生置され市場に供給された財の量を示し，価格から独立であると

とに注意して(18)式を時間 tで微分する左

V(p) = [a11x， (1 + J， (p)十r*)十a12X2(1+!2(企〉十同)-x，]t 

十p[-"!立す旦+QI2
X手企JT

[出#L主L十出芽(p)1ρ (19) 

13) 均衡の安定分析に関する研究は，担岸隆「価格と配分の理論J.昭和紙年，第5章を参照。
14) 二階堂とわれわれのよとデルが異なる点は，動苧的な価格調整式である。二階堂位価格の時間変

化 P を生産計画量の増分と実現する生産量の増分の差の関数 P~f(Ø-x) としているが，実現生

産量。増分 d は計画量の増分 9に対し遅れを伴って市場に現れるは Fである。したがってその
差を超過需要と考えることはできない。
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V<Oならこの経済は常に均衡に向かう。(15)式の左辺を右辺に移行したもの

を相対価格Pで倣分すると島

[au山 (1十J，(ρ)+r*)十a12x2(1+五(ρ)+r*)-x，]

r anX~(1 (p) +竺竺込企笠Ll+PL=一万←- op j 

「企ささ丘立Lム生立三毛並Ll
- L op ap J 

であり，この関係を(19)式に代入すると

V=-2[血色JJ，(p)十24辛旦lb
L dρ dP Y 

ところが(17)式の仮定からあ>0，t2く0だから，t>O，また(14)式の両辺を

ρ1で割り以下同様のフロセスを返すと，安定条件は次の式で与えられる

a21xl包坐斗 a22X2a!2(戸L>O
五p 十「一apー

(20) 
“l1XIsfl (ρ) ， a12x2fJf2 ρ) /ハ

一一吉玄一ーで一一万五一一 ¥U

J，は価格だけの関数だから，価格変化 dPに対する J，の変化の大きさを dλ

で表わすとタトヌマンを仮定した経済が安定均衡を得るためには

>
 

4
Z
 

>
 

(20') 

の関係が成立しなければならなU、。安定条件には生産係数と価格変化に対「る

期待変化の大きさが関与していることがわかるが，さらにこのことは生産係数

行列 A の性質について少なくとも jAj<Oでなければならないことを窓味す

るn しかし均衡何格水準についてはまだ何もわかっていない。

さて，安定条件(2び〕が常に満たさわているとしよう。経済ほどの時点、をとっ

ても均衡するから山実際に実現する生産増加量をムで示せばCi=l，2) 

. . . 
15) 均物跡芋においては， 木均面下町何格が競売人の尉けを借りて均衡までたどり着イ時間 σ無

吋中1Jl的な対話〈ベナシー)Jの世界〉と財が繰り返し生産されていく時間を明確に区別しな叶れ
Eまならない。
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(21) 

X，は均衡{問権における期待ムに等しい。引の時間に沿った軌道を調べてみ

よう。 !A!く0て A 0)逆行列が存在するか 0，(21)式は (Xj，X2)'=Xとして

(Xl， X2)'=x=A-l(I-A)x (21') 

!I-A!>Oゆえ (I-A)，は存在し A は分解不能で正行列だから A-'

(I-A) の逆行列 (I-A)-'Aをとることができてしかもそれは正行列である。

したがって (I-A)→A は正のフロベニウエ根九とそれに対応する正固有ペ

グトノレ (h" h，)'， 並びに負の閏有根んとそれに対応する固有ベクトノレ (dJ，

d2)' が存存する(ただし d，ゐ<0)。 また国有恨の犬きさについてはん>IJ，! 

である。さてんが~1， 2) について

[A;I -(I -A)-'AJV;~O 

V'~(h" h，)' V'ニ (d" d，)' 

(I-A)ー'A[l，A-'(I-A)-I]V'~O 

ヰI-A-'(I-A) ]V' 。 (22) 

が成り立つ。 したがって(21')式の係数行列 A-'(I-A)は固有根 1/ん，l/A， 

0く1/んく!1/A，!)を持ち， その固有ベグ「ノレは (I-A)-'止の固有ベクトノレ

と同ーである。以上から(21')式白 般解は， α，sを定数として

a:， (t) ~αe ゐ h 1 ート ße 1， d1 

(23) 

x，(I) ~αe 1l h2 十 βel.d~

で与えられる。との式の性質は， 1/ A，ぐOより位相関上で h，/h，の傾きをもっ

た直線に沿ってJIJ(鍛する性質を持つ(第4図〕。 この経済は， 財がどのような

初期賦存状態から出発しても， 時間がたつと Xl=αel;，-ht， X2=αe "んで示さ

れる径路に限りなく近づいていくのである o それぞれの部門の成長率は十分大

きな 1(1→+∞〉で
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一方， 1/A，は A-'(I-A)の固有根であったから 1/ι .V'=A-'(I← A)V'， 

したがって AV'=(1+1/J.，)-'いであり，結局 V'はAの右フロベニウスベク

トノレであることがわかり， (1+1/}.，)-'は A のフロベニウス根 P に等しい。

1+1/}.，=1/}.*=1+げより， 1/ん〔均等成長率〉は均等利潤~ r*に等しく，

かっ均衡下で均等成長径路に沿って実Jjj¥する世.((24)式〉は期待と価格・数量

の関係を表した(13)式世官(P*，xi)=r*xiを満たすから，均等成長径路に乗って

いる経済の均衡価格水準は，均等利潤率什を伴う相対価格 P本に等しくなっ

ていることがわかる。

こう Lて期待と生産技術に関する条件式(20')が満たされ常に均衡する経済

では，時間がたてば利潤不は必ず均等化するであろラ o IAI<uは利潤率が均

等化するための必要条件にたっている。

V 不均衡動学

ワノレラス的均衡概念には時間についての特殊な仮定が潜んでいる n すなわも

均衡な価格づけと市場一婦のプロセスが同時的に無時間の時間の中で行わFれ
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るのである。 r価格づ日を形成するプロセスは 6無時間的な対話 (dialogue

atemporel) "によって行われ匂 競売人が任意の佃格体系 (p) を告げると各

主体(のはそれぞれ D;(P) なるワノレラ λ の需要ベクトノレを伝達する。こうし

て競売人は総超過需要の関数己ある価格を変化させ，超過需要にある財の相対

価格を1浩賢，超過供給にある財の相対価格を下落させる。タトヌマンは全ての

財の超過需要がゼ p になったとき停止する〈ベナシー)oJl6-)しかし現実の経済

では，価格づけ，取引，生産は同時並行的に進行 Lており「朗らかに，いかな

る商品の市場においても，供給は需要・供給条件に応じて変動する傾向をもち，

かつ，生産の変化は利潤・損失条件によって誘発され 一般には，価格と数

量の両者が，市場条件の変化に対して同時に直接に反応するのであり，この場

合，調整過程に遅れが存在するかぎり，現実の価格と数量は，いかなる意味に

おいても均衡状態にない。Jln無時間的なタトヌマンの世界では，不均衡価格が

単なる年ぴ値(模索佃絡)の意味しか持たず，出来値である均衡価格にはその

不均衡状態が結果的に何の影響も与えない競売買 (competitivetrading)が支

配的であるが，資本主義経済の特徴は相対取引 (negotiatedtransactioめであ

り，市場に超過需給が存在してもそうした不均衡下で取引・生産が実行され

る問。

したがって，経済状況について情報が交換され，それについての知識が形成

されて経済主体の意思が佐立されるプロセλ と，取引・生産活動が実施される

プロセλ とが同時に進行する不均衡状態を考え，そのとき再生産体系で安定的

な均等利潤卒が得られる条件について調べてみよう o

ワノレラス法則(11)式は，経済全体での予算制約を示す式であり不均衡状態に

16) 1. P. Benassy， loc. cit.， pp. 757-758 

17) 森本好則「経済変動と均衡分析」昭和55年， 46ベージ参照。なお森本は次のへ ジで，価格と
数且の同時調整過程を

件 I[Dω-qJ，f(O)~O， 1'(0)>0， 
q~h[P-P，(q)J ， h(O!~O， h'(O!>O， 
(ρ 生産物価格，q 供給量，D(p! 需要関数，p，(q) 供給価格関数で供給関数の逆関数〉
で表している。

18) 森嶋涌安 r;庁代社会の経済理論|昭和48年，第2部第6章を参照ら
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おいても常に成り立つ

Pl[all(X1十世，)十al2(X2+仇)-X，J 

+P2[a21(Xl十世1)+a22(X2十世，)-x，J=O (14') 

が，不均衡下でも取引が行れる場合，それはショートサイドで規定されるので，

現実の哀ヲlは世ι(期待〉が満たされる水準ではなされない。仇が価格変化に

よって調整されている聞にも取引は行われ，企業は，市場が完全に調整され超

過需要がゼロとなって期待が満たされるそれ以前に生産にとりかかってしまヲ

のである。期待仇が両部門とも次期に実際の生産増加量 X，として突現する

のは，たまたま市場が均衡しているときだけである。そして不均衡では正の超

過需要がゼロになるまで少なくともいずれかの部門で叫が世ι 水準を下まわ

り続けざるをえない。これが o，の計画量二期待たる所以である問。

d札j>O(等号l土均衡する場合〕骨 J財に非負の超過需要が生じたため z部門

で満たされずに終わった期待部分とすると (i，j=l， 2)不均衡下でも行なわれ

る取引は次式で示される

aj， (Xj +仇〕十aj，(X2+仇〕
(25) 

~Xj二aj， (x1 +世1-.191つ十αρ (x，十φ，-4O，J)

とのとき超過需要は，aj， L1仇J+aj，.d仇'0三 O である。交渉力の ~ijい企業(部門〉

ほど d同Jは大きなI1盲をとる(期待が満たきれない度合が大きしうが， ととで

はその交渉力について中立的な立場をとることにし，市場が不均衡にあるとき

その価格の下で満たされない期待の大きさ d仇j (注0)は， 各々の産業部門{

の今期の生産実績水準 X，に比例すると仮定する。 Edj をJ財の非負の超過需

要とすると (i，j=l， 2)， X，>O， "'2>0から，

dφli JO2J 

ーす← -zL=uJEEOとお〈と
ιLl .(， 2 

19) ワルラス怯~U (セ一法則〉の恒等的性質については. A. Leijonhufvud， lnflωmatωn and 
口町rdination，1981， chap. 5が詳細に検討している。 なお本稿では， 在阜や資本家・企業の投
機日的守動は一切考えないから，超過伊j吉正な n た尉は即座に破棄されると仮定してお〈。
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Edjニα:;，.dO/+aj2i1世"ニu;(ajよ Xl+aj，X::Jミ0

Jod. 
U ニー一一一一一-一一一ー
ゴ α:j，Xl十 aj:X2 
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(26) 

任意の時点 tでの供給量 x，(t)，む(めはその時点での超過需要量には依存しな

いので

~j. 1 ー下>0
百Ed; α:;，X 1 十 aj~ X2 ~ 

企業(部門〉の期待が満たされない度合 r不満広〉を;k'j'"u，は，超過需要の

増加閃数である。

以上の準備を踏まえて，相対価格 Þ(~ÞJÞ，) と生底畳の相対比二1; (=Xj/X2)

の時間に沿った動きを分析しよう o 超過需要に対する価格変化の式

tj=aU(Xl+仇)+αj2(X2十世2)-Xj 

T2=a2rCXj十世，)十a22(X2トφ心 的

を利用すると

Þ~ÞI主主主)
¥t， り， / 

=P4call(JCl十仇l+向2(X2+仇)-x，]
メノ1

pi[G21(ztl引 Ia22(X2 Iφ2) --X2J 
y2 

(27) 

生産量の相対比については，実現する期待仇--，1仇3二島の関係に注意して

:t=x{主主，-i=x!<t，-JOぇーの-1Wー
¥ Xl X2/ ¥ Xl X2 

zz[(22)(TJ dff)) (28) 

二 x(全-37) . ..d.企 i1ifJ2
1
=札 u，=o

Xl X2 

価格と数量比の時間変化を表した(27)，(28)式を連立させ， 均衡解の安定性を

調べてみよう。まずワノレラス法則から，

戸，t，+ht，=O ..ム言O(C)ム妻。
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したがって企=0の点は需給均衡点である。 (13)式で示した世包の性質から

.:t=oの点は均等利潤率が成立する価格上にある。また均衡では世 ι であり

かっ阿部門で4手しい成長率を什とすれば ((13)式参照〕

(1十才女)Ax=x (x= (xJ， X2)') 

こう Lて均衡解とな呂相対価II¥pペ生産量比 x*は .(P*，x*)=(aZI/J.*-a1h 

a12/J.*-all)三 0* α2da山が a22/a21)で与えられる (1*は行列Aのフロベ

ニウス根〉。

均衡で(27)(28)式を展開し 1次項をとると，仇=(j，(P)十円)x，という関

係に注意して

I 1 / aux*dj， ， a"dj， ¥ 
t=p吋予了{可一十二万「

I a2lx*afl I az2af2 ¥ l 
一五(一万 + u'ap' )J(P-P*) 

+ P*Xzl-i:ー(all+αllfl(P*) +allr*-l) 
Ln  

-去(a21+a21λ(p*)十日沖
，d(， d}，l FH117一言7J〔p f〕

+[f，(Jうりん(p勺J(x-x勺

(29) 

(29)式心特性方程式の根，んんについてその実部が負ならば体系は均衡で安

定である。

/;(pり=0に社窓し ζ

r ~(allx*afl 十 a12 å.ム}
J.，叫 =p*x，Lp，(寸五一 。ρ)

1 / a"x*dj， ， a22dj， ¥ 1 
-予;-¥ーゴ章一寸-----op) J (30) 

2戸=一一→p*内*切川x抗叩z戸戸Zが刈*イ「土(aけ σJ一1り)一土(μa2幻け1汁+α2幻21r*Lρ ，-" I --U' P2 ，--，，， '_.U. "J ¥ Op Op j 

生産係数の性質，及び dj，/dp>O，djddpく0から 1，ん>0。 したがって安定
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条件はん+んく0であるが，均衡に℃ワノレヲス法貝IJ(14)式を価格Fで偏微分す

ると

*(向1fSA G12OAK- (山本航 ，a，品)
長一+一万一/一 -apーで寸五)

したがって A，+んくOの条件は次の上うに表すことができる

ヰE丘+千<0

a01 x*o {， ao~a {， 旦完工ι+市止>0

この条件式をまとめると

a"¥1  sj，jsp¥a" 
a;;-/子百jsp/石

ところが，

JF祭器Z4色里主であり安定条件の(3吋は，
一副tt!i:Jt p~a l'l 

(ネ) α3工¥E.l工
aZ2 ~ a12 

という簡単な式に帰せられる。

VI 結語

(31) 

(32) 

われわれは均衡勤学分析を行う際にリヤプノフ関数を用いたが，均衡価格が

局所的に安定になる条件は，供給量を固定した際の(29)式から導くことが可龍

であり，それは(32)式に等しくなる。こうして 2部門の再生産体系において，

利潤率が均等水準で安定的となるためには， 生産係数行列 Aの行列式につい

て IAIくOでなければならないことが明らかとなった。 ところが (5)~( 7)

式から資本財生産部門の有機的構成はあα11/P2a2h消費財生産部門のそれは

あaldP2a2~ であり，したがって以上り条件は資ヰ財生産部門の有機的構成が消

費財生産部門よりも低い， ということにほかならない。これほ，従来なされて

きた 2部門成長モデノレの安定条件に共通している加。
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ところで均衡勤学では安定条件が満たされない限り経済自体が機能しないが，
島

不均衡動学では体系が安定しない場合，ただ発散してしまうだけでなく，価格

と数量比の均衡点を中心に不均衡を伴った循環運動が起こりうる。

この資本主義経済にあって再生産が不断に繰り返きれる基本的動因は，資本

家や企業の将来に対して抱〈期待とそれにもとつ〈投資決意にある。そしてこ

の期待は本来，主観にもとづくものであって，本稿で試みたように一律な型に

はめ込んでしまうことは，たとえば投機的行動が全く無復されるなど限界があ

るであろう。しかし以上の分析t'，動態的な経済では，主観的要素である「期

待」と客観的要素である「生産技術」が各部門の利潤率や相対価格，そして名

産業郎門の生産量比率の時間的変化を直接支配していることを明らかに Lえた

と居、う o

(1982. 10. 1脱稿〕

(後記〕

本稿執筆にあたり，菱山・瀬地山両先生に御指導いただきました。記して感謝いた

しま)よ。

20) たとえば F.H. Hahn， R. O. O. Matthews，“ The Theory of Economic Growth，" The 
Economic Journal， Dec.， 1964， pp. 812-821 


